
2019年３月期第１四半期決算のお知らせ

各　　位

■　連結経営成績 （金額単位：百万円）

営業収入
営業利益又は営業損失（△）
経常利益又は経常損失（△）

2018年7月30日

株式会社　大京
（コード番号：8840）

当期利益計画に沿って各事業は順調に進捗

2018/3期
第１四半期

2019/3期
第１四半期

増減
2019/3期
通期予想

469 △ 1,868 △ 2,337 20,500

156 △ 2,009 △ 2,165 14,000
親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

64,772 57,517 △ 7,255 365,000
480 △ 1,835 △ 2,316 22,000
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18/3期マンション竣工戸数割合

：右軸（期初計画ベース）

19/3期マンション竣工戸数割合（※3）

：右軸（期初計画ベース）

18/3期営業利益：左軸 19/3期営業利益（※3）：左軸又は

 当第１四半期連結累計期間の業績は、営業収入が前年同期比 72 億 55 百万円減の 575 億 17 百万円（同比

11.2％減）、営業利益は 18億 35百万円の損失（同比 23 億 16 百万円減）、経常利益は 18 億 68百万円の損

失（同比 23 億 37 百万円減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は 20 億 9 百万円の損失（同比 21 億 65

百万円減）となりました。 

 これは下記グラフにあるように、住戸の引き渡し時に売上計上となる新築マンション販売において、竣工

戸数が前年同期と比べ大幅に少なく、竣工計画が第４四半期に 72％と偏っているためでありますが、新築マ

ンションの通期売上計画 2,700 戸に対する確保率(※1)は 62％と、前年同期と同じ水準を確保し順調に進捗

しております。また、不動産管理事業におけるマンション修繕工事等のうち、マンション大規模修繕工事等

の通期売上計画 420 億円に対する確保率(※2)も 60％となるなど、下期偏重の当期利益計画に沿って、各事

業ともに想定どおり順調に進捗しております。 

(※1)通期売上戸数計画に対する「期中引渡済住戸＋当期引渡予定の契約済未引渡住戸の合計戸数」 

(※2)通期売上計画に対する「期中売上済完成工事高＋受注済期中売上予定の完成工事高の合計」 

(※3) 19/3期の竣工戸数割合は期初計画に基き、１Ｑは実績、２Ｑ・３Ｑ・４Ｑは計画を表しています。 

       また、19/3期の営業利益の１Ｑは実績、４Ｑは通期予想を表しています。 

（グラフ）2018 年３月期と 2019年３月期の四半期毎の新築マンション竣工戸数割合（※3） 
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■　セグメント別業績

◆　不動産管理事業

営業収入 営業利益

（百万円）

事業の要旨

◆　不動産流通事業

営業収入 営業利益

（百万円）

事業の要旨

◆　不動産開発事業

営業収入 営業損失

（百万円）

事業の要旨

■　業績予想

以上

17,257 11,018 △ 6,238 △ 125 △ 1,947 △ 1,821

前期 当期 前年同期比 前期 当期 前年同期比

13,865 14,027 161 318 264 △ 53

前期 当期 前年同期比 前期 当期 前年同期比

35,174 33,401 △ 1,773 1,150 927 △ 223

前期 当期 前年同期比 前期 当期 前年同期比

 営業収入は、ビル・施設管理の収入が前年同期比 7億 7百万円の増収、マンション管理の収入が同比 3

億 60 百万円の増収となった一方、マンション修繕工事等の収入が同比 29 億 35百万円の減収となった

ことにより同比 17 億 73百万円の減収、営業利益は同比 2億 23百万円の減益。 

 マンション修繕工事等のうち、マンション大規模修繕工事等の通期売上計画 420 億円に対する当第１

四半期末時点の売上確保率(※4)は前期末の 40％から 20 ポイント上昇し 60％。 

(※4) 通期売上計画に対する「期中売上済完成工事高＋受注済期中売上計上予定の完成工事高の合計」 

 賃貸管理等の収入が前年同期比 2 億 2 百万円減収となった一方、不動産販売収入が同比 4 億 65 百万

円の増収となったことなどにより、営業収入は同比 1 億 61百万円の増収、営業利益は同比 53百万円

の減益。 

 当第１四半期末の店舗数は 74店舗（前期末は 74店舗）。 

 当第１四半期末のリノベーションマンション用の保有戸数は 1,437 戸（前期末は 1,340 戸）。 

うち賃貸付（販売契約未締結）の住戸は前期末 769 戸から 818 戸に増加し、表面利回りも７％台を維

持。 

 マンションの竣工戸数は、前年同期の390戸と比べて当第１四半期が105戸と少ない計画であったため、

マンション販売における売上戸数は、前年同期の 434 戸から 272戸減の 162 戸。不動産販売の営業収入

は前年同期比 59億 16百万円減収の 99億 80 百万円。 

 マンション利益率(※5)は 23.7％となり、通期目標の 24％と同水準を確保。 

 これらの結果、営業収入は前年同期比 62億 38百万円の減収、営業利益は同比 18億 21 百万円の減益。 

 マンションの契約戸数は前年同期比 101 戸増の 575 戸となった結果、通期売上計画 2,700 戸に対する

当第１四半期末時点の確保率(※6)は 62％（前期末は 46％）となり、順調に進捗。 

 当第１四半期末の新築マンション未契約完成商品は 295 戸（前期末は 351戸）。 

(※5) マンション売上高からマンション販売に係る直接原価を差し引いた利益をマンション売上高で除したもの。 

(※6) 通期売上戸数計画に対する「期中引渡済住戸＋当期引渡予定の契約済未引渡住戸の合計戸数」 

2018年５月に発表した通期の業績予想に変更はありません。 
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